
長崎県農産物検査に関する事務処理要領

平成 28 年４月１日 28農園第 191 号 農林部長通知
平成 30 年８月１日 30 農園第 43 号 農林部長通知
令和３年３月１日 ２農園第 546 号 農林部長通知
令和３年４月１日 ３農園第 97 号 農林部長通知
令和６年７月１日 6 農園第 142 号 農林部長通知

農産物検査法（昭和 26 年法律第 144 号。以下「法」という。）第 17 条の規定による登録検査機関の
登録、法第 18 条の規定による登録の更新、法第 19 条の規定による変更登録及び法第 20 条第 3 項の規
定による農産物検査結果の報告の実施に関し必要な手続きについては、法、農産物検査法施行令（平成
7年政令第 357 号）、農産物検査法関係手数料令（昭和 59年政令第 143 号）、農産物検査法施行規則（昭
和 26 年農林省令第 32 号。以下「規則」という。）、関係告示及び農産物検査に関する基本要領（平成
21年 5 月 29日付け 21総食第 213 号農林水産省総合食料局長通知。以下「基本要領」という。）及び長
崎県手数料条例（昭和 24年長崎県条例第 47 号）の定めによるほか、この要領の定めるところによるも
のとする。

Ⅰ 地域登録検査機関の登録等
第１ 登録等の申請書の提出等
１ 登録検査機関であってその農産物検査を行う区域が長崎県の区域であるもの（以下「地域登録検
査機関」という。）の登録、登録の更新（以下「登録等」という。）及び変更登録を受けようとする
法人（以下「申請者」という。）は、規則第 13 条第 1 項各号又は同第 19 条各号に掲げる事項を記
載した登録等申請書（以下「登録等申請書」という。）を長崎県知事（以下「知事」という。）に提
出する。
なお、申請者は、申請に先立って相談を希望する場合、県に面談、郵送、電話、FAX又は電子メ

ールにて事前相談を行うことができる。  
２ 知事は、１により登録等申請書の提出を受けた場合は、直ちに当該申請書を審査する。
３ 農産物検査を行う区域の増加に係る変更登録をしようとする地域登録検査機関は、基本要領に規
定する変更登録に係る申請書を、知事を経由して九州農政局長に提出する。

第２ 登録等の実施
  １ 知事は、確認の結果、申請者による登録等の申請が法第 17 条第 2 項各号の登録要件に適合して

いると認めるときは、規則別記様式第 18号による検査機関登録台帳（以下「登録台帳」という。）
に法第 17 条第 4 項各号に掲げる事項及び規則第 17 条に定める農産物検査員が農産物検査を行う
農産物の種類を記帳して登録するとともに、当該農産物検査員に対し規則第 14 条第 2項の規定に
基づき、規則別記様式第 19号による農産物検査員証を交付する。

２ 知事は、国内産農産物の品位等検査を行う地域登録検査機関の登録に当たり、法第 17 条第 2 項
第 1号から第 4号に定める要件に適合していることを確認し、登録する。
また、外国産農産物の品位等検査を行う地域登録検査機関の登録に当たり、事務所に円滑かつ適
正な検査を実施するために支障がないと認められる明るさ及び広さを有する分析室を備え、かつ農



産物検査員が 2名以上（うち常駐者 1名）いることを確認し、登録する。
３ 知事は、登録等をしたときは地域登録検査機関の登録通知書を、登録等を拒否したときは地域登
録検査機関の登録拒否通知書を、遅滞なく、申請者に送付する。
４ 次に掲げる公示は、知事が庁舎内の掲示板等に掲示して行うとともに、九州農政局長と公示内容
を共有する。
（１）法第 17条第 6項（法第 18 条第 3項及び第 19 条第 3項において準用する場合を含む。）の規

定による登録等の公示
（２）法第 17 条第 9項の規定による登録事項の変更の届出及び業務の休止又は廃止の届出の公示
（３）法第 18 条第 4項の規定による地域登録検査機関の登録の失効の公示

第３ 登録事項の変更の届出等
  １ 法第 17 条第 7項の規定による登録事項の変更の届出（法第 17 条第 4項第 6号に掲げる事項に係
る変更の届出を除く。）は、登録事項変更届出書により、知事に届け出る。
なお、登録検査機関は、届出に先立って相談を希望する場合、面談、郵送、電話、FAX又は電子

メールにて事前相談を行うことができる。
  ２ 法第 17 条第 8項の規定による業務の休止及び廃止の届出は、地域登録検査機関業務休止（廃止）
届出書により、知事に届け出る。

  ３ 知事は、１又は２の届出を受理したときは、登録台帳の記載事項の変更を行う。

第４ 業務規程の届出等
  １ 業務規程の届出

地域登録検査機関は、農産物検査の業務の開始までに、業務規程を別紙１地域登録検査機関の登
録等申請手続マニュアルの内容を踏まえ作成し、知事に届け出る。
また、変更登録及び登録事項の変更等に伴い業務規程を変更するときも同様とする。

   なお、登録検査機関は、届出に先立って相談を希望する場合、面談、郵送、電話、FAX又は電子
メールにて事前相談を行うことができる。

  ２ 業務規程の審査
業務規程の届出を受けた知事は、審査を行い、当該業務規程が農産物検査の適正かつ確実な実施
上不適当であると認めるときは、その業務規程を変更すべきことを命じる。

   なお、審査に当たり、必要に応じて現地での確認を行うことができるものとする。

Ⅱ 農林水産大臣に対する申出・検査結果報告
第１ 農林水産大臣に対する申出の取扱い
  １ 申出書の提出

法第 33条第 1項の農林水産大臣に対する申出（以下「申出」という。）を行おうとする者は、申
出書（正副２通）を知事に提出して、申出を行う。
なお、申出に係る調査を行うために必要な農産物の積替え、運搬及び開装に要する費用は、申出
を行った者の負担とする。

第２ 農産物検査の検査結果報告等
法第３条から第 10 条までの規定に基づき地域登録検査機関が実施した農産物検査の検査結果の



取りまとめ及び報告並びに法第 29 条の規定に基づく検査結果その他農産物検査に関する情報の提
供については、次に定めるところによる。
１ 検査結果取りまとめ事項
知事は、地域登録検査機関が農産物検査法施行規則の規定に基づき農林水産大臣の定める様式及
び農林水産大臣の定める期日を定める件（平成 13年３月 22 日農林水産省告示第 445 号。以下「報
告規程」という。）の規定に基づき報告する検査結果に係る事項について検査結果を取りまとめる。
２ 検査結果の報告方法及び期日
知事は、基本要領に定める期日までに管内の検査結果について取りまとめを行い、電子メール等
により九州農政局長に報告を行う。
ただし、報告期日が行政機関の休日（行政機関の休日に関する法律（昭和 63年法律第 91 号）第

1条に定める行政機関の休日をいう。以下同じ。）に当たるときは、行政機関の休日の翌日をもって
その期日とする。
なお、やむを得ない事情により期日までに報告できない場合は、その旨をあらかじめ九州農政局

長に報告を行う。
３  情報の提供
（１）検査結果の公表

知事は、取りまとめた検査結果のうち、次に掲げるものについて公表の必要があると認める場合
は、公表を行うことができる。
ア 国内産米穀の検査結果
イ 国内産麦類の検査結果
ウ 国内産大豆の検査結果
エ 輸入農産物の検査結果
オ その他知事が必要であると認める検査結果

（２）公表方法
（１）の公表に当たっては、農林水産省農産局長が公表した後に、ホームページへの掲載等によ
り公表を行う。
４  情報請求者への情報の提供
（１）情報の提供時期
知事は、情報提供を請求する者（以下「情報請求者」という。）に対し、農林水産省農産局長が

公表した後に情報の提供を行う。
（２）情報の提供内容
情報の提供内容は、３の（１）の公表内容及びその他取りまとめた情報について、知事が、法第
29条の主旨に基づき提供を認めたものとする。
なお、情報請求者に対して提供する情報の取扱いについては、原則として情報請求者限りとする

よう、提供の際に指示する。
（３）情報の提供方法
知事は、情報請求者との話し合いにより提供方法を決定する。
なお、情報の提供に当たっては、知事は整理簿を作成し、情報請求者から依頼の趣旨、活用の具体
的内容を聴取するとともに、受渡方法と併せて記載しておくものとする。



Ⅲ 国との連携
知事は、Ⅰ及びⅡの事務に当たって、国と密接な連携の下に行うものとする。

Ⅳ 情報通信技術の利用
   本事務処理要領に基づく申請や報告等について、農林水産省共通申請サービス、長崎県電子申請
システムや電子メール等の使用が可能な場合には、これらの方法により行うことができる。

   また、知事は、申請又は報告等を行った者（以下「申請者等」という。）に対する承認等について
は、農林水産省共通申請サービス、長崎県電子申請システムや電子メール等を使用する方法による
ことができる。
  なお、申請者等がこれらの方法により申請又は報告等を行う場合は、各サービスの提供者が別に
定めるシステムの利用に係る契約に従わなければならない。

Ⅴ  その他
    Ⅰ及びⅡに係る手続の細部の事項は、別紙１から別紙４までに定めるところによる。
   別紙１   地域登録検査機関の登録等申請手続マニュアル
   別紙２   地域登録検査機関の登録等審査手続マニュアル
    別紙３   農林水産大臣に対する申出取扱いマニュアル
   別紙４   農産物検査の検査結果報告等マニュアル
    
附 則

この要領は、平成 28 年４月１日から施行する。
この要領は、平成 30 年８月１日から施行する。
この要領は、令和３年３月１日から施行する。
この要領は、令和３年４月１日から施行する。
この要領は、令和６年７月１日から施行する。


